














































　本書は，わが国の RIA の遅れた現状を踏まえ，RIA の定量化のために，そ

















　英国の RIA ガイドライン（「優れた政策の作成（Better Policy Making）/
RIA ガイド」）の特徴は，RIA が規制改革法によって根拠づけられ，その運用
制度と手続きがリジッドに定められている点にある。RIA は，フローチャー
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図１　英国のRIA フローチャート












































































































































































M. Armstrong etc.. “Regulatory Reform：Economic Analysis and British Experience”










札を行わず，プール引出価格（Pool Selling Price，以下 PSP と略記）に電力
需要量を乗じた金額を支払うことになる。PSP とは，「需要予測が完全であり，
無制約の給電計画通りに給電できた場合のコスト」に等しいプール支払価格













































































































































響 分 析（Electricity Distribution Price Control Review-Regulatory Impact 





































ン（Registered Power Zones，以下 RPZs と略記）と革新技術開発資金提供イ
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2000年）を改正した「持続可能なエネルギー法（Sustainable Energy Act 2004
年）」により，RIA の作成が求められたことを述べている。改正法に新たに導



















































　続く「現行の RD&D 投資」では，配電会社の平均的な R&D の強度（＝企



















　IFI は，配電会社に配電システムの技術的な発展に関連する R&D 活動に対
し十分な資金調達を可能にする。また，RPDs は発電された電力の DG 連系を


























































































ければならないが，DG 接続に関する DG ハイブリッド・インセンティブはそ































がそれを資本として「使用するか否か use it or lose it」，その取り扱い方を知
るためには，監視の枠組みが必要となる。この代替策は，現段階では十分にそ
の長所を発揮できないであろうというのが，オフジェムの見解である。だが，



































R&D 戦略をむずかしくする側面があるが，オフジェムは資本補助を IFI およ
び RPZs を補完するものと捉えている。最後に，オフジェムは，RPZs を DG
接続に限定してはならず，配電系統のイノベーション・ゾーン全域に拡大すべ
きであるとの考え方を支持し，それは IFI 資金計画から生じる R&D の成功を
フル・レンジで示す点で魅力的であると評価している。























































































































電圧 L 故障 M
エネルギー
蓄電 H
資本支出 1.5％ 8.0％ 7.0％
故障関連 0.3％ 0.8％ 1.4％
運営費 0.3％ 0.8％ 1.4％
表３　タイム・スケール
短期 S 中期 M 長期 L
資本支出 3 7 12
故障関連 3 7 12































































資本支出 0.5％ 1.5％ 3.0％
故障関連 0.5％ 1.5％ 3.0％






















である。また，IFI と RPZs の計画は，「安定供給」の観点から見ても望まし
いと見ている。分散型電力が全国規模で普及すると，直列装置が早期に反応し，
NGT（National Grid Transco）の潮流を上回る速度で電気を流し，安定供給
を危険にさらすおそれがあるが，IFI と RPZs による技術革新は即時的に発生
する発電ロスに関し配電会社にそのソーリューションを与えてくれるというか
らである。







限案は IFI 資金の上限枠の半分に満たないが，RPZs のコストは配電会社のあ
るエリアで発生するものとして，顧客ではなく，発電事業者によって負担され


























・ 配電会社が直面している技術的な課題は，適正な RD&D が実施されれば，
より効率的に解決できる。
・ 現行の RD&D 投資は非常に低いレベルにしかなく，規制環境に何がしか
の変化がなければ，これは今後も大きく変わることはない。














































Gas and Electricity Markets）となった。その背景には両市場の融合がある。
⑷　Ofgem (2009e) “Electricity Distribution Price Control Review Final Proposal: Incentives and 
Obligations”, Ref: 145/09, December を参照。
⑸　配電会社に適用されている現行の価格規制の一般的な公式は，
　　今期の収入額（Rt）=［1+（RPI－X）/100］Rt－1+IRD+IG+RPZ±補正値
　とされている。ただし，右辺第２項の IRD は第１のインセンティブ収入（R&D の投資回収分，
ロス率や信頼度の向上を意図した収入），第３項の IG は第２のインセンティブ収入（DG 接続に
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